


 

１ 重要な会計方針に係る事項 

(１) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

関係会社株式…移動平均法による原価法によっております。 

 

(２) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の通りです。 

(ｱ)附属設備 ：10 年 

(ｲ)工具器具備品  ：5～20 年 

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の通りです。 

(ｱ)ソフトウェア ：3 年～5 年 

(ｲ)商標権 ：10 年 

 

(３) 引当金の計上基準 

① 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込み額に基づき当事業

年度に見合う分を計上しております。 

② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に

基づき計上しております。 

 

(４) 収益及び費用の計上基準 

当社は主に傘下会社からの総務経理業務受託料を収益に計上しております。総務経

理業務受託料については各社との間で締結した契約に基づき役務を提供しており、

時の経過によって測定される履行義務の充足に伴い、収益を認識しております。 

 

(５) グループ通算制度の適用 

当社はグループ通算制度を適用しております。 

 

 

２ 貸借対照表に関する注記 

(１) 関係会社に対する金銭債権または金銭債務 

① 短期金銭債権 ： 780 千円 

② 短期金銭債務 ： 302 千円 

 



 

３ 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、賞与引当金の否認等によるもので

す。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実

務対応報告第 42 号 2021 年 8 月 12 日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又

はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。 

 

４ 関連当事者との取引に関する注記（単位：千円） 

（１） 親会社 

 

(２) 子会社 

 

(３) 兄弟会社 

名称 議決権等の

被所有割合 

関連当事者

との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末金額 

三菱商事㈱ 100％ 事務所の賃

貸 

賃料の支払 136,454 — － 

社員の派遣 出向社員の

受入 

1,588,806 — － 

名称 議決権等の

(間接)所有

割合 

関連当事者

との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末金額 

三菱商事 

クリーンエ

ナジー㈱ 

100％ 社員の派遣 出向社員の

派遣 

1,203,753 — — 

総務経理業

務の受託 

業務受託費 332,964 — — 

三菱商事 

洋上風力㈱ 

100％ 社員の派遣 出向社員の

派遣 

1,169,403 — — 

総務経理業

務の受託 

業務受託費  86,358 — — 

名称 議決権等の

(間接)所有

割合 

関連当事者

との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末金額 

三菱商事 

フィナンシ

ャルサービ

ス㈱ 

－ グループフ

ァイナンス

による貸付 

資金貸付 2,665,844 短期貸付金 3,169,895 

受取利息 45 — — 

三菱商事マ

シナリ㈱ 

－ 社員の派遣 出向社員の

受入 

139,113 — — 



 

取引条件および取引条件の決定方針等 

・ 事務所の賃貸については、近隣ビルの相場を勘案した金額をもとに決定しておりま

す。 

・ 社員の派遣については、市場価格を勘案した一般的取引条件をもとに決定しており

ます。 

・ 運転資金の貸付については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

・ グループファイナンスについて、当社は運転資金のグループ内の資金の効率化を図

ることを目的とした CMS（キャッシュ・マネジメント・システム）を導入しており、

金利は市場金利を勘案して合理的に決定しております。また、取引金額は期中平均

残高を記載しております。 

 

５ 1 株当たり情報に関する注記 

（１）1 株当たり純資産 

 62,644 円 68 銭 

（２） 1 株当たり純損失 

 △413 円 49 銭 

 

６ 当期純損益金額 

   当期純損失 金 674,462 千円 
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